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 As the deterioration in academic skills of students became people’s concern, the central government decided 


























































taken all Japanese public schools in 2007 and 2008 with only one exception, Inuyama city, Aichi prefecture. 
Under the former mayor and the local board of education, the city has done its own educational reform which 
focused on students’ personal interaction rather than the policy of promoting competition by the Ministry of 
Education and Science. But in 2009 the city took the achievement test after troubles which lasted few years. For 
participating in the national achievement test, incumbent mayor of the city had done the reshuffle of member of 
the board or amended city regulation to increase the number of the board to send new members who appointed 
by himself. It may be wrong to attribute all this turmoil to ‘unjust intervention’ by any particular personage but 
what really retards the independence of local educational administration from municipal government exists in 
the educational administrative system itself. By the revision of the law of the board of education in 1956, the 
appointment of the board’s member should be done by the head of municipal government instead of public 
































































































































































































































































選任同意案と共に 4 月 8 日可決した．委員増員案
提出の市長の真意はともかく 3 ，この動きは全国



















































































































































































































































































なされた．「小 6 と中 3 を対象にした全国学力調
査について，文部科学省は25日，2010年度は全
体の32％（小学校25％，中学校44％）をサンプ
ル抽出して実施することを決めた．政権交替後，
文科省の政務三役は従来の全員参加から抽出型に
することを決定．当初は抽出率を 4 割にする考え
だったが，事業仕分けで「もっと少なくても学力
傾向はわかる」という批判が続出し，さらに減ら
すことにした．（中略）文科省の計画では，調査
対象は学校単位で無作為抽出するため，調査対象
の学校が一つもない市区町村も出てくる可能性が
ある．文科省は，自治体が希望すれば，対象から
外れた学校にも同じ問題を無料で提供する考え
だ．この場合は自主採点とし，全体の集計には加
えないとしている（後略）」（朝日新聞2009年12
月26日付）．まるで，犬山市からの具申書をその
まま受け入れたかのような方針転換である．前年
の12月，丹波教育委員長が同様に文部科学省へ意
見書を提出し，市教育委員会で委員長解任が決定
された時，一年あまり後のこのような事態を誰が
想像していただろうか？
　全国学力テストばかりではない．四年前に自民
党・公明党政権は三位一体の改革の名の下に，義
務教育費国庫負担金の国の負担割合を二分の一か
ら三分の一に引き下げたが，11月25日の事業仕
分けでは，負担割合について「100％，国負担に
したら」という国会議員の発言が聞かれたと言う
（朝日新聞，2009年12月27日付）．そうした教育
予算が地方に回ってくるのであれば，地方自治を
謳う民主党政権としては，そのような予算が，各
地方にもっともよい形で使われることを期待して
いるはずである．その為には，民意を反映した地
方教育委員会の存在が必要不可欠となる．かつて，
1956年に旧教育委員会法を廃止に追いやったのは
鳩山一郎政権だった．ここで，新教育委員会法と
して，公選制を含めた教育員会制度の改革を鳩山
由紀夫政権が実行し，教育委員会を地域住民の手
に戻してくれれば，教育委員会が地方発の教育改
革の担い手として，今後重要な役割を演じること
になるだろう．
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注
1 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
 第二章　教育委員会の設置及び組織
 第四条　委員は，当該地方公共団体の長の被選挙権
を有するもので，人格が高潔で，教育，学術及び文
化（以下単に「教育」という．）に関し識見を有する
もののうちから，地方公共団体の長が，議会の同意
を得て，任命する．
2 通達　教育委員の数の弾力化
 今回の改正は，教育委員会が地域の実情に応じて，
多様な地域住民の意向を教育行政に一層反映するこ
とができるよう，教育委員会の委員を増員すること
等ができるようにする趣旨から行なうものである．
委員を増員する場合の任期の定め方については，政
令において定める予定である．
 （平成19・7・31文科初五三五事務次官）
3 1月19日，田中市長は，教育委員会の会議規則違反
を理由に瀬見井久教育長と丹波俊夫教育委員長に辞
任を促している．その際，市長は二人が辞任しなけ
れば教育委員を増員する条例案を議会に提出し，全
国学力テストに賛成する人物を教育委員会に送り込
むと発言していた（中嶋，2008）．
4 2007年，犬山市教育委員会は『全国テスト，参加
しません．－犬山市教育委員会の選択－』を明石書
店から出版している．その際の事務手続きが不適切
だったとして，市長からの請求を受けた監査委員会
が報告書を提出していた．市教育委員会への処分と
して，11月4日付で，瀬見井教育長に口頭注意．当
時の指導部長に文書で厳重注意がなされた．
 （中日新聞，2009年12月1日付）
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